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１．�コロナ禍における内外経済・政治情
勢

⑴　経済情勢
　日本でも、最近、新型コロナの感染者数が急増

するなど非常に心配な状況であるが、海外諸国と

比べると感染者数、人口100万人当たりの死者数

ともかなり少ない方である。一方、製造業PMIは

日本も2020年の春に底打ちしたが、その後の戻

りが諸外国に比べ相対的に弱い。これはウィズコ

ロナで業績を伸ばせそうな製造業が相対的に少な

いことを示していると思われる。また、サービス

業の活動指数をみても、日本は感染が相対的には

ひどくない割に戻りが弱く、これもIT系で活躍す

るサービス業が少ないことに起因するのではない

かと思う。

　 I M D （ I n t e r n a t i o n a l  I n s t i t u t e  f o r 

Management Development：国際経営開発研究

所）の2020年のデジタル競争力ランキングの１

位は米国だったが、日本は27位だ。2019年より

さらに４位落ちており、デジタルトランスフォー

メーション（DX）の推進が非常に大きな課題と

なっている。また、IMFの世界経済見通し（2021

年４月）によれば、2019年から2026年にかけて

の実質GDPの増加幅は日本はわずか3.7％だ。

IMFが定義する先進国の中で人口500万人以上の

国は28カ国ある。その同平均値は11.8％だが、

日本は下から２位である（最下位はイタリア）。
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（本稿は2021年１月19日に日本証券アナリスト協会で収録し、２月に動画配信した講演会の要旨に４月上旬まで
の情勢変化を加筆したものである。）


